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サステナビリティ報告における新たな要求に取り組む企業
は、2つの課題に直面しています。その課題とは、初めての
報告でアシュアランスを受けたサステナビリティ開示の基準
を満たすこと、そして継続的な報告とビジネスのためのイン
サイト機能を確立することです。財務報告においては大半の
企業がしっかりとした基盤を持っていますが、サステナビリ
ティ開示においてはサステナビリティ固有の課題に新たに直
面することが考えられます。

本書では、企業が直面しているスキルとリソースの不足を踏
まえて、効果的なサステナビリティ報告に必要な人材、プロ
セス、運用モデルについて概説します。

サステナビリティ報告に関する要望の高まりや外部からの監
視要件の増加を受け、企業には新しい報告要求を迅速に満
たすことが求められています。しかし単にコンプライアンス
を達成すれば良いというものではありません。規制当局、投
資家、取締役会にとってサステナビリティ報告とは、収益性
から事業戦略とガバナンスの中心へと、ビジネスの焦点が
移行していることを示すものなのです。

デロイトによるアジアパシフィックのCFO調査では、CFOの
回答者の50％以上が既に財務上の意思決定にサステナビ
リティの考慮事項を盛り込んでいると回答しています i。その
反面、現段階では反復可能な報告ができるようにチームと
プロセスを構築し始めたばかりである、とも述べています。
40％が運用モデルにサステナビリティを組み込もうとしてい
るところであると回答し、既に導入済みであると回答した
CFOはわずか6％にとどまりました ii。

運用モデルを解き明かす
財務報告モデルは成熟しており、十分に理解されています
が、サステナビリティ報告では、新たな、なじみのない要求
が多くあります。特に複数の国にまたがって報告する企業の
場合は開示の範囲や複雑性を鑑み、何を報告するか明確に
決定する必要があります。同時に、データ、分析や報告のテー
マが新しい種類のものである場合には専門的なスキル、能
力やツールが必要ですが、このような手段が十分にない可
能性もあります。データ収集の範囲は拡大してさまざまな事
業単位とサプライチェーンにまで及ぶため、調整と変更の管
理が必須となります（図表1参照）。開示義務とアシュアラ
ンスに関する高い基準、そして重要な虚偽表示に対する罰
則を考慮し、データ、プロセスや報告をしっかりと統制する
ことが重要です（本シリーズの第6部、「CFOが信頼と統制
の仕組みを構築するには」参照）。

大半の企業が、初めての報告サイクルではコンプライアンス
達成に適切に注力することができています。しかし、ますま
す高まる要望や規制要件の増加を受けながら長期的にコン
プライアンスを達成していくには、反復可能で信頼性も高い、
効率的な報告モデルが必要です。

アジアパシフィックのCFOを対象としたこのシリーズ
では、コンプライアンスに対応し、効率的で長期的な
報告機能を確立するために企業が構成すべきビル
ディング・ブロックに焦点を当てています。

1. CFOが今知っておくべきこと

2. CFOに必要な成功に向けた土台

3. CFOとしていかにインパクトを生み価値を実現 
していくか

4. CFOのための運用構想

5. CFOのためのサステナビリティデータガイド

6. CFOが信頼と統制の仕組みを構築するには

シリーズ全文へのアクセスはこちら

シリーズについてアジアパシフィック全体で 
サステナビリティ報告の義務化が
急速に進んでいます。

i. デロイト、APAC CFOサーベイ、2025 （Deloitte, Asia Pacific CFO survey, 2025）
ii. デロイト、APAC CFOサーベイ、2025 （Deloitte, Asia Pacific CFO survey, 2025）

https://www.deloitte.com/content/dam/assets-zone1/jp/ja/docs/services/consulting/2025/apac-sustainability-reporting-06.pdf
https://www.deloitte.com/content/dam/assets-zone1/jp/ja/docs/services/consulting/2025/apac-sustainability-reporting-06.pdf
https://www.deloitte.com/jp/ja/services/consulting/perspectives/apac-sustainability-reporting.html
https://www.deloitte.com/us/en/insights/topics/business-strategy-growth/apac-cfo-2025-survey-report.html?icid=top_https%3A%2F%2Fwww2.deloitte.com%2Fus%2Fen%2Finsights%2Ftopics%2Fstrategy%2Fapac-cfo-2025-survey-report.html
https://www.deloitte.com/us/en/insights/topics/business-strategy-growth/apac-cfo-2025-survey-report.html?icid=top_https%3A%2F%2Fwww2.deloitte.com%2Fus%2Fen%2Finsights%2Ftopics%2Fstrategy%2Fapac-cfo-2025-survey-report.html
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財務・会計：報告要件を評価する、
分析を主導する、リスクとオポチュニティ
を特定する、インパクトを評価する。

サステナビリティ：サステナビリティ戦略、
SMEのインプットとパフォーマンスを
管理する。

外部報告：外部への報告開示を
整備する。

運用：サプライチェーンとリソースの
報告と管理を行う。

リスク・コンプライアンス：ESGリスク
の特定、評価、管理を実施し既存の
リスク対応プロセスに組み込む。

情報テクノロジー：データおよび
報告システムの評価、設計、維持を行う。

内部監査：ESGの報告とガバナンスに
ついてプロセスと統制体制を監督する。

人事：従業員のESGに関する問題を
管理し、報告する。

法務：法的報告要件を評価し、
規制面から開示に関する決定事項に
反映させる。

マーケティング・コミュニケーション：
外部のステークホルダーとの
コミュニケーションと足並みを揃える。

図表1. ビジネス横断的な取り組みとなるサステナビリティ報告

出典：デロイト分析
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まずはアカウンタビリティから
ステークホルダー向けに任意で公表していたサステナビリ
ティ報告は、財務ガバナンスにおいて中核的なテーマへと進
化してきました。その結果、CFOや財務チームは一層重い
責任を担うようになっています。サステナビリティ、財務やリ
スクを網羅した報告が求められるため、リーダーシップとア
カウンタビリティを明確にすることは不可欠です。

デロイトが2024年に実施したESG報告ベンチマークによ
ると、サステナビリティ報告に関しCFOの32％が主要なア
カウンタビリティを担っているとのことでした。CSuO（チー
フサステナビリティオフィサー）がアカウンタビリティを担う
企業が16％、CFOとCSuOがアカウンタビリティを共有す
る企業が16％という結果でした iii。

CFOはアカウンタビリティに関しリーダーシップを取ることに
向いているといえます（図表2参照）。CFOと財務チームは、
信頼性の高い開示に必要とされるものが何かをよく理解して
おり、外部の監査人と協業することに慣れているためです。

• 財務チームには、データの管理、分析や報告の実務をしっ
かりと確立させるためのコアスキルがあります。

• 財務チームはリスク、パフォーマンス、監督に関しての役
割を既に担っているため、サステナビリティ報告を既存の
フレームワークに組み込む際にはその知見が役立ちます。

• 財務におけるリーダーは、アシュアランス対応に必要な
統制基準、システムや文書を理解しています（本シリーズ
の第6部、「CFOが信頼と統制の仕組みを構築するには」
参照）。

取締役会や投資家は通常、サステナビリティのリスクやオポ
チュニティから生じる財務的影響を見極めることを、CFOに
期待します。このような期待からCFOにはリーダーシップが
求められるのですが、良い結果を生むには、広範に協業で
きるかどうかにかかっています。これにはCSuOがアカウン
タビリティを発揮して、サステナビリティの戦略、アドバイザ
リーや実現に関して重要な役割を果たすことになります。

メリット

課題

各事業単位が、サステナビリティに関する責任に 
ついて直接的にアカウンタビリティを担う

ビジネス全体でSMEと連携する

サステナビリティに関する知識と専門性のレベルが 
高い

サステナビリティの戦略、パフォーマンス、報告を 
調整できる

規制環境を理解している

報告経験と統制経験が少ない

リソースが限られている

（サステナビリティ報告に影響を与える）ビジネスとの
連携が少ない

透明性に欠けており、アカウンタビリティが複雑で 
ある

ビジネス全体にわたって一貫したコミットメントが 
必要である（最大の弱点）

報告体制が一元化されておらず、統制に関する 
専門性に欠けている

報告とアシュアランスの専門的なスキルがある

ガバナンスと統制に優れている

データ管理とビジネスパートナーシップに優れている

サステナビリティに関する知識と専門性が限定的 
である

優先事項が競合しており、財務業務の範囲が広く 
複雑である

出典：デロイト分析
iii. デロイト、ESG報告ベンチマーク、2024年（Deloitte, ESG Reporting Benchmark, 2024）

チーフファイナンシャルオフィサー（CFO）チーフサステナビリティオフィサー（CSuO）事業単位間の連携

担当する事業分野全体で、合同で責任を担う。 
サステナビリティ部門と財務部門が報告を整備する。

CSuOがサステナビリティの戦略、パフォーマンス、
報告についてアカウンタビリティを担う。

CFOがサステナビリティ報告を含むすべての 
開示についてアカウンタビリティを担う。

図表2. サステナビリティ報告義務のアカウンタビリティ

https://www.deloitte.com/content/dam/assets-zone1/jp/ja/docs/services/consulting/2025/apac-sustainability-reporting-06.pdf
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サステナビリティ報告モデルのための
ビルディング・ブロック
多くのCFOが、現状として新しい報告義務に適応しようとし
ているところである、と述べています。大半のCFOが優先課
題を多く抱えており責任が増える一方であることを考えると、
ひとまずはコンプライアンスを達成しよう、と考えるのは当
然のことです。しかしながら開示業務は今後も続くこと、そし
てサステナビリティに対する目標が増加していることを踏ま
え、目前のゴールよりもその先を見据えることで、長期的な
価値創出のオポチュニティが得られるのです。

とはいえ、初めて報告を行った企業は、報告業務は複雑で、
多大な労力を要するものであると実感しています。サステナ
ビリティのリスクやオポチュニティを管理する必要性は増し
ており、継続的にパフォーマンスを向上させていくには効果
的な報告モデルを確立することが重要です。

運用モデルは、成果を達成するための人材、リソース、能力
をどのように整備するかが基本となります。

効果的な報告運用モデルには、以下が必要とされます（図
表3参照）。
• リソース
• ビジネス全体で明確に定義された役割と責任
• サステナビリティに関する知識と能力の向上
• 裏付けデータ、統制体制やシステム機能との整合性

サステナビリティ報告の運用モデルを構築することは組織図
を作成したりプロセスを更新したりすることだけではありま
せん。CFOは具体的な要件を慎重に検討し、それらの要件
を企業の状況と目標に合わせる必要があります。

導入

ガバナンス
• 重大なリスク、課題およびオポチュニティを特定する
• プロセスに関する新たな重要リスクに対し、統制を図る
• ガバナンスの検討会とプロセスをレビューする、または構築する

• サステナビリティ報告を既存のガバナンスに盛り込む
• 戦略とリスクの意思決定をする際にガバナンスを盛り込む
• サステナビリティに関する報告と開示の統制体制を強化する

リーダーシップと目標
• 全体的なサステナビリティ戦略と報告目標を設定する
• ビジネスにおけるリーダー陣と取締役会全体での意識向上を 
目指す

• サステナビリティのリスクとオポチュニティに対する 
オーナーシップを持つ

• 文化の変容を主導する

データ
• サステナビリティデータの所有者の特定と割り当てを行う
• データの要件、取得、および品質に関し基準を定める
• データシステムとプラットフォームの機能を評価する

• サステナビリティデータの範囲と品質を拡充させる
• サステナビリティデータの統制体制の向上を目指す

活動

運
用
モ
デ
ル

アカウンタビリティ
• リーダー陣に報告に関するアカウンタビリティを割り当てる
• 財務とサステナビリティの役割を明確にする
• 意思決定とガバナンスのサポートに対する責任を定義する

• 戦略に対する実施状況を測る
• 開示情報のオーナーシップを追跡する

リソース

• 報告に関し中核を担うリソースを確保する
• 部門横断的に報告できる能力を特定する
• 既存のシステムとプラットフォームを評価し、個々の課題に 
特化したソリューションを適用する

• 新たにサステナビリティ報告の役割を定める
• 必要に応じて中核的なERPやERMへリソースを統合する

役割および責任 • 部門横断的な報告のプロセスと機能を構築する
• アカウンタビリティの構造を最新の状態に維持する

• ビジネス横断的な責任を調整する
• 役割および責任をアシュアランスのフレームワークに盛り込む

能力とスキル

• 能力の不足部分を特定し、人材育成や採用を実施する
• サステナビリティとサステナビリティ報告における財務スキルの 
向上を目指す

• ビジネスリーダーシップ意識の向上を目指す

• 必要に応じて、焦点を絞り専門家としての能力向上に注力する
• 企業全体でサステナビリティ報告に関する意識の向上を目指す

パフォーマンスと実施
• 主要な報告目標とKPIを特定する
• 主要な報告に関するパフォーマンスの管理調整を行う

• サステナビリティ目標とKPIを拡充させる
• サステナビリティの成果に則してパフォーマンスを調整する
• ESGを役員の報酬に結びつける

図表3. 運用モデルを解き明かす

出典：デロイト分析
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サステナビリティ報告に関するアカウンタビリティをリーダー
陣に割り当てることについては、特に企業の枠をまたいで役
割と責任が広がる場合には、さらなる検討が必要な場合が
あります。なぜならこのような割り当てを行う場合は、競合
している優先事項、誰がリソースのオーナーシップを持って
いるのか、誰がリーダーか明白か、などといった組織内での
動向を反映しなければならないからです。ただし、開示リス
クと報告の取り組みを明確に理解すれば、開示義務とサス
テナビリティの戦略・実施との境界線が明らかになります。
そのためには、オーナーシップ、意思決定、ガバナンスの足
並みを揃えていかなければなりません。

戦略的サステナビリティのためのアジェンダの設定
サステナビリティは現在最も差し迫った問題のひとつであり、またCEO、リーダー陣、取締役会にとって常に重要課
題のひとつとなっています iv。しかしリーダー陣の多くは戦略的な選択をめぐる緊張状態を乗り越えることに難しさを
感じています v。

注目ポイント

目標および鍵となる決定事項を明確にします。どのよ
うな重要なリスクと問題を報告するか、何を、どの程
度詳細に、どんな手法で開示するかを明確にします。

取締役会レベルの可視性とガバナンスが必要とされる
場合を特定し、必要に応じて、取締役会が新たなサス
テナビリティの問題を監督できるようにします。

部門横断的に役割と決定の権限を定めます。責任が
定められオーナーシップが明確になると、以降の活動
をスムーズに行えるようになります。

今日の利益か、 
明日のための構築か
次期の利益を優先し
続けるか、またはサ
ステナビリティのリス
クとオポチュニティ
に対応するための先
行投資を行うか

既存の道を進むか、
道を新規開拓するか
既に確立されていて
確実性の高い取り組
みと、リスクの高い
初めての取り組みや
サステナビリティの
リーダーシップとの
バランス

競争か、協業か
自社の競争上の
優位性を追求す
るか、または同業
他社と業界全体
の変化に対処す
るか

同じ路線での成長か、
変革的な成長か
計画的に順番に変
化していくか、または
現行の戦略を破壊
し、進化を加速させ
るか

一部のステークホルダーの 
希望に沿うか、ステーク 
ホルダー全体を考慮するか
一部のステークホルダーに
応じて積極的に変化に取
り組むか、またはステーク
ホルダー全体にアピールで
きるよう広範な変化に取り
組むか

単純な答えはありません。どちらの案も同じくらい魅力的な結果をもたらすことができるため、難しい選択といえます。
今後の方向性を決定するには、リーダー陣はサステナビリティ戦略全体を見渡して、どちらかを選んだ場合の影響に
ついて明確に理解しておく必要があります。しかしながら、サステナビリティを全体な戦略に盛り込むためには関連性、
適合性や一貫性を考慮する必要があるため、ひとつのアジェンダを単独で検討することはできません。そしてこのよ
うな戦略的な態勢には、サステナビリティ報告書の公表が欠かせません。

報告に関するアカウンタビリティの
範囲を明確にする

iv. デロイト2024年CxOサステナビリティレポート
v.  デロイト、CEOと気候に対するアクション、5つの重要な緊張項目を乗り越えるには（Deloitte, CEOs and Climate Action,  

Navigating 5 Core Tensions, 2022）

https://www.deloitte.com/content/dam/assets-zone1/jp/ja/docs/about/2025/jp-2024-sustainability-report.pdf
https://deloitte.wsj.com/cfo/ceos-and-climate-action-navigating-5-core-tensions-01671473189
https://deloitte.wsj.com/cfo/ceos-and-climate-action-navigating-5-core-tensions-01671473189
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サステナビリティに関する専門知識と報告能力のバランスを
取ることができれば効果的な報告が可能になります。報告
要件を満たすことのできるサステナビリティの専門家や、サ
ステナビリティ業務経験のある財務、データ、報告のプロ
フェッショナルはそういないものです。このような多様なサス
テナビリティ報告のスキルを併せ持つ人材は不足しており、
多くの企業が能力不足により品質と効率の両方が満たせて
いないと述べています。CFOは、人材の確保から業務設計
に至るまで、リソースの確保に慎重なアプローチを取る必要
があります。

開示のためのフレームワークを新たに構築するのには多大
な労力を必要とします。CFOは導入と継続的な報告の、両
方の活動にリソースを準備しなければなりません。その際は、
初期段階からコンプライアンスとアシュアランスを確保でき
るよう、財務情報の開示に基づいた中核的なチームを手配
することから始めます。

サステナビリティの課題は企業の境界を越えて広がるため、
報告タスクを割り当てるだけではうまく対処できません。部
門全体での責任の移管、明確なオーナーシップ、そして新た
な能力が求められるのです。適切なリソースに加えて、CFO
はビジネスサポートを確保しつつ、しっかりと目標を一致さ
せるよう調整を行い、意識向上や連携を目指す必要があり
ます。

まず、中核となる報告チームを設立します。サステナビ
リティ、財務情報、種々のデータ、リスク、そして報告
の専門家を適切に組み合わせ、アプローチと報告のプ
ロセスを定めます。

部門、子会社やチーム全体で補助的なリソースや能力
を調整します。その際は役割と責任を最新の状態に保
ち、各人に役割と責任の理解を促します。

運用面や支援的な役割をもってサステナビリティ報告
業務に初めて取り組む担当者に対しては特に、ビジネ
スリーダーシップに関する意識向上を促し、能力を育
成します。

（特にデータ管理における）大量の事務作業を合理化、
自動化できるオポチュニティを特定し、専門スタッフの
負担を軽減します（本シリーズの第5部、「CFOのた
めのサステナビリティデータガイド」参照）。

導入活動を変革プログラムとして扱い、部門全体で
リーダーによるサポートと連携の取れた総合的な運営
を目指します。

組織内の能力構築に投資し、スキルアップ、部門横断
的なトレーニングやモビリティ強化の機会を生み出し
ます。

成熟度や組織の内部能力に基づいて、対象を絞った
外部のSMEサポートからマネージドサービスまで、不
足しているスキルを獲得するための採用戦略を策定し
ます。

End-to-Endの一連の報告業務全体で、既存のスキル
と不足しているスキルを特定するため、報告における
ニーズを特定し、既存の能力を評価します。

新しい役割と責任を定義する

スキルを適材適所に配備する

https://www.deloitte.com/content/dam/assets-zone1/jp/ja/docs/services/consulting/2025/apac-sustainability-reporting-05.pdf
https://www.deloitte.com/content/dam/assets-zone1/jp/ja/docs/services/consulting/2025/apac-sustainability-reporting-05.pdf
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サステナビリティ報告を始めたばかりの企業でも、既に経験
済みの企業でも、明確な運用モデルを持つことで、しっかり
とした反復可能な成果を生み出すことができます。CFOは
戦略的な視点を持って、コンプライアンス義務を短期間で達
成でき、かつ長期的には企業のリスク対応や戦略のプロセ
スに統合できるような計画を立てる必要があります。

このような重要な観点から、取締役会と投資家は、サステ
ナビリティ報告のリスク、オポチュニティ、財務的影響に関
するリーダーシップとアカウンタビリティをCFOに期待して
います。

コンプライアンスの期限を守り、長期的な価値を生み出すた
めにCFOがまず着手することは、効果的な報告運用モデル
を確立することです。ビルディング・ブロックを構成すれば、
チームはコンプライアンスの負担軽減、効率的で反復可能
なプロセスの作成、報告から得られるインサイトの価値向上
に集中することができます。企業が競争優位性のメリットと
してサステナビリティを活用できるように、CFOが主導する
ことができるのです。

既存のリソースで構築する：報告、ガバナンス・統制、
データ管理、そしてシステムの現状を把握します。そ
の中で新しいサステナビリティ報告要件にも活用でき
るものは何か、何を強化する必要があるのかを特定
します。

運用モデルの変更は人から始まる：報告を正しく完遂
するためには、サステナビリティに関する考慮事項をさ
まざまな事業部門やチームの活動に盛り込む必要が
あります。

実際の変化、文化的な変化を考慮する：効果的な運
用モデルの変更には、構造や能力と同様に、関わり方
と働き方も重要です。

まず着手すべきこと

CFOによる指揮
サステナビリティ報告の開示品質
は、企業がガバナンス能力や 
リスクマネジメント能力を有して
いるのか、そしてさらには長期的
に価値創出できる潜在能力を 
秘めているのかどうかを明確に
示す指標となりつつあります。
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Methodology

Deloitte ESG Benchmark
Deloitte ESG Benchmark is based on surveys of 19 clients around the world. 
The survey focused on experiences, efforts and challenges around ESG 
reporting to key market trends. This was complemented by interviews with  
14 Deloitte project teams to qualitatively understand challenges firms are 
facing around ESG reporting.

The benchmark is focused on six ESG reporting themes and four priority 
areas that firms are facing challenges in. 

Deloitte 2024 CxO Sustainability Report
The report is based on a survey of 2,103 C-level executives, conducted  
by KS&R Inc. on behalf of Deloitte, and was administered in a double-blind 
manner during May and June 2024, ensuring impartiality and confidentiality 
for both respondents and researchers. The survey polled respondents from 
27 countries: 46% from Europe/Middle East/South Africa, 17% from North 
America, 9% from Latin America, and 28% from Asia-Pacific. All major industry 
sectors were represented in our sample. Additionally, KS&R and Deloitte 
conducted select, one-on-one interviews with global industry leaders.

Limitations
While every effort was made to ensure the reliability and validity of the data, 
it is important to acknowledge some limitations. The selection of clients and 
executives, while rigorous, may not fully capture the diversity of perspectives 
within every industry or region. Additionally, while the double-blind process 
was meticulously followed, there may still be inherent biases that could 
influence the findings. These limitations are considered in our analysis  
and interpretation of the data.
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